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令和４年度 福島県内の公的職業訓練（ﾊﾛｰﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ） 定員
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基礎コース
民間実施機関
（大臣による

コース認定）

479

実践コース
民間実施機関
（大臣による

コース認定）

719

離職者等
再就職訓練

1,507

離職者訓練

ポリテクセンター
施設内

784

分 野 別 定 員
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うち実践コースで
・就職氷河期対策訓練実施分

○ 求職者支援訓練 217

令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日
福島労働局職業安定部訓練室

3,489

210 77

3,102

定員内訳定員内訳定員内訳

離 職 者 訓 練
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建設

系
その他
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計 1,214 55 57 156 10 15 204 1,711

※その他は、看護系15名

訓練

分野
建築系 製造系

サービス

系
その他

橋渡し訓練
計

計 236 310 184 54 784

機械 120
電気

電子
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居住 40
事務 67
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（機密性２）部内限 作成 R4.10.31

（ ）内はコース数 （単位：人）

就職目標値 定員数 受講者数 （充足率：％） 就職者数 （就職率：％）

1,340 972（ 71） 571 58.7 293 55.1
合計 ʷ 810 637（ 46） 373 58.6 234 77.7

基礎コース 55% 373 215（ 13） 122 56.7 89 82.0

実践コース 60% 437 422（ 33） 251 59.5 145 75.6

31元 合計 ʷ 690 645（ 52） 394 61.1 193 60.3

年 基礎コース 55% 305 242（ 17） 161 66.5 77 68.4

度 実践コース 60% 385 403（ 35） 233 57.8 116 55.8

合計 ʷ 1,327 624（ 48） 413 66.2 214 57.5

基礎コース 58% 600 185（ 12） 117 63.2 54 55.4

実践コース 63% 727 439（ 36） 296 67.4 160 58.2

合計 ʷ 1,305 893（ 64） 583 65.3 231 61.2

基礎コース 58% 600 223（ 14） 131 58.7 38 60.0

実践コース 63% 705 670（ 50） 452 67.5 193 61.5

合計 ʷ 1,198 350（ 23） 256 73.1

基礎コース 58% 479 120（ 8） 86 71.7

実践コース 63% 719 230（ 15） 170 73.9

※R３年度の就職数は、R３年度中に終了したコースのうち、Ｒ４年１月迄に終了したコースの訓練修了者の状況（速報値）
就職数は部内限

（単位：人）

就職目標値 定員数※１ 受講者数※３（充足率：％）就職者数※４ （就職率：％）

合計 ʷ 2,475 1,861 85.6

県：委託 81% 1,640 1,233 92.0 937 81.7

機構：施設内 80% 835 628 75.2 531 87.8

31元 合計 ʷ 2,501 1,794 82.0

年 県：委託 81% 1,713 1,181 84.3 697 77.3

度 機構：施設内 80% 788 613 77.8 421 86.6

合計 ʷ 2,250 1,749 80.9

県：委託 81% 1,502 1,196 84.6 774 77.2

機構：施設内 80% 748 553 73.9 408 86.1

合計 ʷ 2,274 1,795 80.5

県：委託 75% 1,490 1,250 86.4 787 76.3

機構：施設内 80% 784 545 69.5 412 87.7

合計 ʷ 2,291 1,100 88.1

県：委託 75% 1,507 781 91.1

機構：施設内 80% 784 319 81.4

※Ｒ３年度の就職数は、Ｒ３年度修了者のうち、委託訓練は令和４年８月末、施設内訓練は令和４年６月末の状況（速報値）

※１ 計画定員数（当初分）  
※２ その年度に開始されたコースに係る定員数を計上 県委託訓練は２年課程の前年度繰り越し分を除く。
※３ その年度に受講開始した者の数を計上  県委託訓練は２年課程の繰り越し分を除く。
※４ 就職者数は対象月までに確認できた職業訓練修了者の就職した件数

公的職業訓練実施状況（令和４年９月末日現在）

福島労働局訓練室

求職者支援訓練

開講定員

３

０

年

度

R

３

年

度

R

４

年

度

公共職業訓練（離職者訓練）

2,189 ʷ

1,401

788

開講定員※２

３

０

年

度

2,175 ʷ

1,340

835

R

３

年

度

2,231 ʷ

1,447

784

資料提供  福島県産業人材育成課  機構福島支部

2,162 ʷ

1,414

748

R

２

年

度

R

２

年

度

 

R

４

年

度

1,249

857

392

➡【充足率】前年同月

合計 62.9%

基礎 50.9%

実践 67.5%

➡【充足率】前年同月

合計 84.6%

委託 88.8%

施設内 75.5%
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8 120 120 (8) 100.0 86 38 33 86.8 7

(02)デジタル 3 45 45 (3) 100.0% 44 97.8 5 71.4 2 40.0 4 80.0

(03)営業･販売･事務 8 112 90 (6) 75.0% 63 70.0 57 65.5 51 89.5 19 33.3

(04)医療事務 4 65 65 (4) 100.0% 42 64.6 35 77.3 25 71.4 12 34.3

(05)介護 0 0 0 (0) ʷ 0 ʷ 0 ʷ 0 ʷ 0 ʷ

(06)農業 2 30 30 (2) 100.0% 21 70.0 17 84.2 10 58.8 1 5.9

(11)デザイン 0 0 0 (0) ʷ 0 ʷ 53 60.2 42 79.2 13 24.5

(18)震災復興 0 0 0 (0) ʷ 0 ʷ 26 39.1 18 69.2 21 80.8

(19)理・美容 0 0 0 (0) ʷ 0 ʷ 0 ʷ 0 ʷ 0 ʷ

その他 0 0 0 (0) ʷ 0 ʷ 0 ʷ 0 ʷ 0 ʷ

実 数

増減比

93.3%

▲1.3P

244

4.9%

62.9%

10.2P

前年

同期

30

▲16.7%

418

▲11.0%

388 (28)

▲9.8% ▲17.9%

求職者支援訓練 分野別受講・就職状況

令和４年度の受講状況（令和４年４月～令和４年９月）

A B C D G ① ②

　雇用保険適用
　就職率(%)

開講率(%)認定コース数 認定定員
　　開講定員数
　（　）内はコース数

正社員の
就職者数

18.4

実践 17 252 230 (15)

71.7基礎

148 76.7 70

25 372 350 (23) 92.0%

60.0

88.2% 170

78.4%

73.9 193 61.5

77 33.3%

 雇用保険資格
 取得者数

充足率(%)

231 61.2% 181256 73.1%

36.3

計

受講者数

令和３年度の就職状況（令和４年１月迄に終了したコースの訓練修了者）

H

正 社 員の
就職率(%)

⑥③ ④ ⑤

 ①のうち、
 訓練コース
 関連就職者数

　訓練コース
　関連就職者数

182 57.0% 142 78.0% 63 34.6%

26.9% 4.2P 27.5% 0.4P 22.2% ▲1.3P
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訓練区分

訓練期間
② 委託訓練（福島県）

・准看護師養成科㉔
・介護福祉士養成科㉔

・農業技術習得科⑥ ・経理事務科⑥（託児） ・NC技術科⑥⑦
・DTP－Webデザイン科⑥ ・テクニカルオペレーション科⑥
・パソコン経理事務マスター科⑥(託児) ・テクニカルメタルワーク科⑥

・電気設備技術科⑥
・生産情報システム科⑥
・住宅リフォーム技術科⑥
・住環境計画科⑥
・CAD・機械加工技術科⑥
・溶接クラフト科⑥
・電気設備技術科⑥⑦
・建築CADリフォーム計画科⑥
・建築CADリノベーションコース⑥
・機械CAD・NCコース⑥
・電気設備技術コース⑥⑦

・3か月で学ぶ初めてのＷｅｂサイト制作科③ ・パソコンＣＡＤ建機運転科
・Webデザイン科⑤ ・Webデザイン科⑤
・ビジネスパソコン基礎科③ ・ＤＴＰクリエイタ科③（託児）
・ビジネスパソコン・ＳＮＳ実践科③（託児） ・Webデザインビジネス科④
・ビジネスパソコン実践科③(託児) ・CADオペレータ科⑤
・RPA実践科③(託児) ・CAD製図科⑤
・経理事務入門科③（託児） ・RPA入門科④
・経理事務実践科③（託児） ・一般事務実務科③
・経理事務・RPA実践科④(託児) ・経理事務科④
・初歩から始めるＦＰビジネス科③ ・商業経理科③
・初めての商業事務科③（託児） ・商業経理科③（託児）
・初歩から始めるＯＡ事務・簿記科③ ・パソコン初級科③(託児)
・初歩から始めるＯＡ事務科③(託児) ・パソコン基礎科③
・パソコン事務基礎科③ ・パソコン基礎科③（託児）
・初心者の方も安心やさしく学ぶビジネスパソコン科③ ・パソコン基礎科③（職場体験あり）
・ゆっくり・しっかり学ぶパソコン基礎科③(託児) ・パソコン応用科③
・不動産ビジネス科④ ・パソコン応用科③（託児）
・医療事務・調剤事務総合マスター科③ ・パソコン実務科③（託児）
・パソコンインストラクター養成科③（託児） ・パソコン実践科④（託児）

・パソコン事務実践科④
・簿記パソコン科③（託児）
・医療事務科③
・介護職員養成科③
・介護職員養成実践科③
・介護職員実践科③

・医療事務科②
・短期で学ぶＷｅｂデザイン科①
・Ｅｘｃｅｌ重点ビジネスパソコン実践科（託児）②

・１か月で学べる医療事務科①
・２か月で学ぶやさしいパソコン基礎科②
・短期で学べるパソコン基礎科②（託児）
・2か月で学べる医療事務・調剤事務科②
・職場で活かせるエクセル科①
・建設機械運転科⑩ ・大型一種自動車運転科⑳
・ＯＡ事務科⑰

※○数は、訓練の月数または日数。

福
島

い
わ
き

会
津

3か月以上
6か月未満

6か月以上
1年未満

1か月以上
3か月未満

1か月未満

1年以上
2年未満

令和３年度ؙ公的職業訓練実施科一覧表

公的職業訓練（ハロートレーニング）

公共職業訓練

2年以上

① 求職者支援訓練（厚労省） ③ 施設内訓練
（ﾎﾟﾘﾃｸｾﾝﾀｰ福島・いわき・会津）
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コース数 定員 受講者数

ＩＴ分野 1 15 15

営業・販売・事務分野 100 1,423 1,141

医療事務分野 12 162 126

介護・医療・福祉分野 18 116 98

農業分野 4 60 21

旅行・観光分野 0 0 0

デザイン分野 13 201 193

製造分野 45 494 335

建設関連分野 32 358 278

理容・美容関連分野 0 0 0

その他分野 10 64 40

求
職
者
支
援
訓
練

（

基
礎
コ
ー

ス
）

基礎 14 223 131

合計 249 3,116 2,378

（参考）デジタル分野 14 224 210

ハロートレーニング（離職者向け）の令和３年度実績

１　離職者向けの公的職業訓練の分野別訓練規模

総計

分 野

公
共
職
業
訓
練
（

離
職
者
向
け
）

 
 
 

＋
求
職
者
支
援
訓
練
（

実
践
コ
ー

ス
）

07_福島

※本資料における用語は、以下のとおり定義しています。

「コース数」

公共職業訓練については、当該年度中に開講したコース及び当該

年度以前から開始し当該年度に実施した訓練コースの数（当該年度

以前に開講し、次年度に繰り越すコースを含む）。

求職者支援訓練については当該年度中に開講したコースの数。

「定員」

当該年度中に開講した訓練コースの定員の数。

「受講者数」

当該年度中に開講したコースに入校した者の数。

「応募倍率」

当該訓練の定員を100とした時の、受講を申し込んだ者の数の

倍率。

「定員充足率」

当該訓練の定員に対する受講者数の割合。

「就職率」

訓練を修了等した者のうち就職した者の割合。分母については受

講者数から中途退校者数(中途退校就職者数を除く）等を差し引き、

分子については中途退校就職者を加えている。

ただし、公共職業訓練については、令和３年度末までに終了した

コース、求職者支援訓練については、令和３年12月末までに終了

したコースについて集計。

「デジタル分野」

IT分野（ITエンジニア養成科など。情報ビジネス科を除く。）、

デザイン分野（WEBデザイン系のコースに限る）等。

用語の定義
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コース数 定員 受講者数 応募倍率 定員充足率 就職率 コース数 定員 受講者数 応募倍率 定員充足率 就職率

ＩＴ分野 0 0 0 - - - 1 15 15 120.0% 100.0% -

営業・販売・事務分野 82 1,158 994 106.4% 85.8% 74.4% 18 265 147 63.0% 55.5% 67.5%

医療事務分野 5 62 59 122.6% 95.2% 75.9% 7 100 67 73.0% 67.0% 77.3%

介護・医療・福祉分野 18 116 98 97.4% 84.5% 87.2% 0 0 0 - - -

農業分野 0 0 0 - - - 4 60 21 48.3% 35.0% 93.3%

旅行・観光分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

デザイン分野 3 51 57 211.8% 111.8% 78.9% 10 150 136 130.7% 90.7% 60.4%

製造分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

建設関連分野 3 42 35 97.6% 83.3% 84.8% 10 80 66 121.3% 82.5% 39.0%

理容・美容関連分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

その他分野 4 10 7 90.0% 70.0% 100.0% 0 0 0 - - -

求
職
者
支
援
訓
練

（

基
礎
コ
ー

ス
）

基礎 - - - - - - 14 223 131 71.3% 58.7% 60.0%

合計 115 1,439 1,250 109.7% 86.9% 76.3% 64 893 583 82.8% 65.3%

（参考）デジタル分野 3 59 59 186.4% 100.0% 78.9% 11 165 151 129.7% 91.5% 60.4%

２　離職者向けの公的職業訓練の制度別、分野別訓練の実施状況

公共職業訓練（都道府県：委託訓練） 求職者支援訓練

分 野

公
共
職
業
訓
練
（

離
職
者
向
け
）

 
 
 

＋
求
職
者
支
援
訓
練
（

実
践
コ
ー

ス
）
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分 野 コース数 定員 受講者数 応募倍率 定員充足率 就職率 コース数 定員 受講者数 応募倍率 定員充足率 就職率

ＩＴ分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

営業・販売・事務分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

医療事務分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

介護・医療・福祉分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

農業分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

旅行・観光分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

デザイン分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

製造分野 0 0 0 - - - 45 494 335 74.3% 67.8% 86.9%

建設関連分野 0 0 0 - - - 19 236 177 85.6% 75.0% 89.0%

理容・美容関連分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

その他分野 0 0 0 - - - 6 54 33 74.1% 61.1% -

合計 0 0 0 - - - 70 784 545 77.7% 69.5% 87.7%

（参考）デジタル分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

公共職業訓練（都道府県：施設内訓練） 公共職業訓練（高齢・障害・求職者雇用支援機構）
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応募倍率

低

応募倍率

高

就職率 低

就職率 高

DTP-Webデザイン科⑥
（2.27倍/60.0%）

70%
1.0倍

100%

20%

2.3倍0.2倍

DTP-Webデザイン科⑥
（1.87倍･35.7%）

Webデザイン科⑤
（1.00倍/36.4％）

経理事務実践科（託児）④
（1.00倍/77.8%）

不動産ビジネス科④
（0.33倍/100.0%）

建設機械運転科(10日)
（1.75倍/62.5%）

建設機械運転科(10日)
（1.75倍/33.3%）

医療事務（2ヶ月）科②
（0.73倍/88.9%）

「応募倍率」×「就職率」の２軸マトリクス

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾊﾟｿｺﾝ基礎科③
（0.87倍/50.0%）

医療事務･調剤事務総合ﾏｽﾀｰ科③
（0.87倍/76.9%）

DTP-Webデザイン科⑥
（0.87倍･33.3%）

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾊﾟｿｺﾝ基礎科③
（0.80倍/57.1%）

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾊﾟｿｺﾝ基礎科③
（0.73倍/83.3%）

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾊﾟｿｺﾝ基礎科③
（0.73倍/55.6%）

ﾊﾟｿｺﾝ経理事務

ﾏｽﾀｰ科（託児）⑥
（0.70倍/75.0%）

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾊﾟｿｺﾝ実践科

（託児）③
（0.53倍/42.9%）

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾊﾟｿｺﾝ基礎科③
（0.60倍/25.0%）

RPA実践科（託児）③
（0.60倍/66.7%）

医療事務･調剤事務科②
（0.57倍/85.7%）

求職者支援訓練

委託訓練（知識等習得ｺｰｽ）

委託訓練（日本版ﾃﾞｭｱﾙｽｽﾃﾑｺｰｽ）

Webﾃﾞｻﾞｲﾝ科⑤
（2.24倍/90.0％）

Webﾃﾞｻﾞｲﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ科④
（1.67倍/73.3％）

ﾊﾟｿｺﾝ基礎科

（職場体験有）③
（1.06倍/100.0％）

ﾊﾟｿｺﾝ基礎科

（職場体験有）③
（0.50倍/57.1％）

商業経理科

（託児付）③
（2.00倍/57.1％）

経理事務科④
（1.75倍/96.2％）

ﾊﾟｿｺﾝ基礎科③
（1.80倍/85.0％）

RPA入門科④
（0.89倍/36.4％）

医療事務科③
（1.33倍/76.9％）

介護職員養成科③
（0.82倍/42.9％）

経理事務科（託児）⑥
（0.37倍/66.7％）

ﾊﾟｿｺﾝ基礎科③
（1.30倍/66.7％）

介護職員養成科③
（1.13倍/93.8％）

50%

0.5倍 1.5倍

介護職員養成実践科③
（0.88倍/100.0％）

介護職員養成実践科③
（1.00倍/92.9％）
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令和４年度検証・改善を行う訓練分野の検証結果 

 

検証・改善を行う訓練分野 

 

 

訓練分野選定の考え方 

 

 

 

 

 

お 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

デジタル分野 

１ 選定理由 

① デジタル分野への労働移動や人材育成の強化が求められる中、訓練機会の提供（特に

当該分野のうち IT 分野）が十分とは言い難いこと。 

② 次年度以降、デジタル分野のコース設定において、委託訓練及び求職者支援訓練とも 

に、数的目安数が定められたこと。 

  

２ 選定根拠 

デジタル分野の訓練コースについては、委託訓練では、情報系の訓練分野のうち、情報処 

理科や WEB デザイン科などが該当し、求職者支援訓練では、IT 分野に WEB デザイン系 

コースを加えたものを対象としている。令和３年度の実施状況をみると、WEB デザインの 

コースは、定員に対する受講率も高く、ニーズを汲んだコース設定に供していると評価で 

きるものの、IT・情報処理系のコースに関しては、設定数が少ないことなどから地域ニー 

ズを踏まえた訓練機会の提供が滞っている状況が見受けられる。令和４年度におけるデジ 

タル分野の状況（9/22 把握時点）としては、委託訓練で６コース、定員９６人（うち IT 等 

分野、１コース、１５人）、求職者支援訓練で６コース、定員９０人（うち IT 分野の設定 

なし。※第４・四半期に１コース申請予定）となっており、前年度に引き続き、デジタル分 

野の訓練コースの設定促進は課題として残っている。 

  令和４年度福島県地域職業訓練実施計画において、求職者支援訓練の実践コース７１９ 

人のうち、デジタル分野の訓練対象者数を１４４人（実践コースの２０％）の上限目標を掲 

げている。 

  また、閣議決定された「デジタル田園都市国家構想基本方針」（令和４年６月７日）では、 

デジタル推進人材の育成が急務とされ、「職業訓練のデジタル分野の重点化」も柱の一つと

して捉えられていることから、福島県内においても、今後、デジタル分野訓練の積極的な実

施が強く求められる。 

【デジタル分野の訓練実施状況】 

令和３年度 開講コース 定員 受講者数 受講率 就職率 

委託訓練 

(うち IT 等分野) 

3 

(0) 

51 

(0) 

57 

(0) 

111.8% 

－ 

78.9% 

－ 

求職者支援訓練 

(うち IT 分野) 

11 

(1) 

165 

(15) 

151 

(15) 

91.5% 

(100%) 

－ 

－ 

【令和５年度デジタル分野設定目安数】 

・都道府県委託訓練 １１０人 

・求職者支援訓練  １６０人 
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求人ニーズと求職ニーズ（IT 技術関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コース設定上の課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 求人の動向 

  令和４年度 IT 技術者関係の有効求人数（福島県内）は、４月 233 人、５月 229 人、６月 

242 人、7 月 233 人となっている。 

 有効求人倍率は、それぞれ４月 1.05 倍、５月 1.03 倍、６月 1.05 倍、7 月 1.04 倍で推移 

している。 

  求人倍率は 1 倍を上回っているものの、４月～７月合計の就職率（18.6%）が全職種平 

均（30.0%）を下回るなど、企業に求められる知識・技能レベルが高いことから、採用基準 

が厳しいことがうかがえる。 

 

2 求職の動向 

 令和 4 年度 IT 技術者関係の有効求職者数の状況（福島県内）は、４月 221 人、５月 222 

人、６月 230 人、7 月 225 人で、求職者数に見合う求人数の用意はあるものの、希望職種 

への就職にこだわるケースでは、求職期間が長期化する傾向が見受けられるなど、必要な 

業務スキルとのギャップが生じている。 

令和４年度(常用) 4 月 5 月 6 月 7 月 合計 

有効求人数（人） 233 229 242 233 937 

有効求職者数（人） 221 222 230 225 898 

有効求人倍率(倍) 1.05 1.03 1.05 1.04 1.04 

 

新規求職者数（人） 51 42 47 43 183 

就職件数 8 7 11 8 34 

就職率(就職/新規求職) 15.7% 16.7% 23.4% 18.6% 18.6% 

※全職種の就職率（4 月～6 月合計）    30.0% 

デジタル分野のうち、IT・情報処理系コースを設定するに当たり、隘路として次の問題が生

じていると考えられる。一つ目は、「受講者の確保」が維持できるのかといった問題である。

これについては、地域労働市場を踏まえた適切な定員数等の見極めも前提となるが、IT 関連

の職業に対する将来展望や当該職種従事者を講師としたセミナー等を企画するなど、興味を高

めるアプローチを講ずるほか、応募を促すＰＲ展開を強化することも有効と考える。二つ目

は、「訓練終了後の就職促進」である。これについては、求人倍率が１倍を上回り数量的な求

人ニーズはあることから、採用側が求める技術的レベルへ近づくよう、学習効果を高めること

によってスキル向上を図ることが最も大切である。そのため、訓練実施事業者との連携を図

り、カリキュラムの改善や受講環境の整備等に助力するとともに、求人者が求めるスキル等を

より具体的に求人内容（求人票）に反映させた上で、求人者に積極的に訓練修了者の情報を提

供するなどしたマッチングを強化することが肝要である。三つ目として、「コース設定可能な

訓練実施機関が少ないといった実態への対応」である。これについては、福島県、高齢・障害・

求職者雇用支援機構、労働局の共同による委託先開拓などのあり方等を協議、検討すること

も、一手法として必要と思われる。 

- 16 -

SCGUES
四角形



3 
 

検証・改善に係る考え方及び内容 

 

 

 

 

 

 

■ IT 技術者（プログラマー、システムエンジニア等）などの高度なデジタル（IT）系職種 

については、有効求人倍率が 1 倍を上回り推移するなど、常に一定の求人・求職ニーズが 

ある。しかしながら、企業が求める IT 技術は、高度なスキルが要求される場面が多いため、 

短期間での職業訓練では対応が困難とみる向きもある。 

 

■ 他方、デジタル（IT）人材の育成は、社会的な大きなテーマとなっており、新型コロナ感 

染症の影響を受ける以前から将来的な人手不足・人材不足が危惧され、経済産業省の推計 

によると、２０３０年には４０万人～８０万人規模で不足すると見込まれている。 

さらに、「デジタル田園都市国家構想」においてデジタル人材の育成促進が示され、職業 

訓練等を通じたこれら人材の確保が期待されているとともに、IoT や AI の活用に象徴され 

る第４次産業革命に伴い、幅広い業種で人材のキャリアアップが求められている。 

 

■ 今後の公的職業訓練の方向性としては、できるだけ早期にデジタル（IT）分野に係る 

コース設定の拡大を図ることはもとより、訓練カリキュラムの充実・高度化等による基盤 

スキルの底上げを講じる必要がある。 
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「福島県地域職業能力開発促進協議会」運営スケジュール（年２回の開催を想定した場合）

地域職業能力開発促進協

議会

ニーズを踏まえた訓練の設定

（協議会での協議等）

効果検証

（ワーキンググループ（ＷＧ）での作業）

【参考】

中央職業能力開発促進協議会

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

協議会①開催

協議会②開催

次の事項の協議を実施。

①地域の人材ニーズの把握

②公的職業訓練の実施状況（前年度計画と実績の比

較）

③訓練効果の把握・検証（WGの結果報告）

④次年度地域職業訓練実施計画の方針 等

次の事項の協議を実施。

①公的職業訓練の実施状況の（今年度の進捗）

②次年度地域職業訓練実施計画（案）

③効果検証（分野決定等）

ＷＧによる効果検証

検証対象コースの選定

ヒアリング

○訓練実施機関

○訓練修了者

○採用企業

ヒアリング結果の整理

訓練効果の把握・検証（案）

取りまとめ

中央協議会②開催

中央協議会①開催

１

２

３

４
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令和５年度福島県地域職業訓練実施計画の策定に当たっての方針(案)

     令和５年度福島県地域職業訓練実施計画については、以下の概要に基づき策定を進めることとしています。
 
  (1)  計画期間
         令和５年４月１日～令和６年３月31日

  (2)  訓練規模（定員）
　        「 ３　令和５年度福島県地域職業訓練計画素案」のとおり。
         ただし、概算要求の暫定数（目安数）を基にしているため、令和５年２月を目処に策定する福島県地域職業訓練実施計画（案）の内容が変動することが
     あり得ます。

  (3)  計画の概要（構成、内容等）
         令和３年度以降の職業訓練実施状況及び地域のニーズを踏まえ、訓練分野ごとのコース数や定員数等を定めることとします。

１　基本方針

２　訓練計画策定概要

　　令和４年度第１回中央職業能力開発促進協議会（令和４年９月30日開催）で示された「令和５年度全国職業訓練実施計画の策定に向けた方針」を踏まえる
　とともに、福島県内における公的職業訓練の実施状況及び地域ニーズを検証・分析し、地域職業訓練実施計画を策定することとします。

  (1)  公的職業訓練に係る令和５年度予算（厚生労働省概算要求ベース）　総額約1，170億円（令和4年度　約1，140億円）
　  　  概算要求額及び訓練規模は、令和４年度比で微増となっています。
　　　  また、「デジタル田園都市国家構想基本方針」（令和４年６月閣議決定）に基づきデジタル推進人材を育成するため、デジタル分野の訓練実施機関に対
     する委託費等の上乗せやオンライン訓練受講者へのパソコンや通信機器の貸与を行うこととされています。
　　    これらを踏まえ、令和５年度地域職業訓練実施計画を策定します。

  (2)  職業訓練実施状況の分析
　　    福島県内において、令和３年度及び令和４年度に実施された職業訓練の実施状況（応募倍率・定員充足率・就職率等）の分析を行い、その訓練の効果
     検証を踏まえ、令和５年度の地域職業訓練実施計画の策定に活かすこととします。

  (3)　地域におけるニーズの検証
　  　　福島県内の求職者及び求人者のニーズを検証・分析するとともに産業界の求める人材に関する情報等を踏まえ、令和５年度地域職業訓練実施計画に
　　 反映させていくこととします。

  (4)  公的職業訓練のデジタル分野の重点化（デジタル推進人材の育成）
         政府方針及び福島県内におけるデジタル推進人材のニーズを踏まえ、訓練コースの設定に反映し、効果的な訓練を実現していきます。
　　　  また、職業訓練実施機関の確保及びオンライン訓練の導入を目指し、デジタル人材の育成を図ります。

資料
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対象者 令和４年度福島県地域職業訓練実施計画 令和５年度福島県地域職業訓練実施計画素案

離職者訓練
・委託訓練：1,507人（うち長期高度人材育成コース35人）
・施設内訓練：784人
・就職目標率：委託訓練75％、施設内訓練80％

・委託訓練：1,570人（うち長期高度人材育成コース24人、
　　　　　　　               デジタル分野110人）
・施設内訓練：760人
・就職率目標：委託訓練75％、施設内訓練80％

 求職者支援訓練
・訓練認定規模1,198人を上限とする（うちデジタル分野144人）
・雇用保険適用就職率目標：基礎コース58％、実践コース63％

・訓練認定規模1,198人を上限とする（うちデジタル分野160人）
・雇用保険適用就職率目標：基礎コース58％、実践コース63％

在職者訓練 
・在職者訓練：2,815人
         内訳　　福島県：1,107人
　　　　　　　　  高齢・障害・求職者雇用支援機構福島支部：1,708人

・令和４年度計画と同程度の規模を見込んでいる

学卒者訓練

・学卒者訓練：210人
　　　 内訳　　 テクノアカデミー郡山：70人
　　　　　　　　　テクノアカデミー浜　 ：70人
　　　　　　　　　テクノアカデミー会津：70人

・学卒者訓練：210人
　　　 内訳　　 テクノアカデミー郡山：70人
　　　　　　　　　テクノアカデミー浜　 ：70人
　　　　　　　　　テクノアカデミー会津：70人

 障害者訓練　 ・障害者訓練：77人 ・令和４年度計画と同程度の規模を見込んでいる

３　令和５年度福島県地域職業訓練実施計画素案
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